
　3つの反対理由がある。1点目は、情報漏洩等の危険性がある「マイナンバーカード」関連事業が含まれて
いること、2点目は、多額の税金が投入されている「新幹線」関連事業が含まれていること、3点目は、「消費
税増税」ありきの予算編成となっていることである。消費税は低所得者ほど負担が重い逆進性の税制であ
り、前回消費税が8％に増税されたときには物価が上昇し、実質賃金は大幅に減少した。また、本予算案に計
上されているプレミアム付商品券事業について、使用期間は半年と短く、負担軽減というよりは、増税後の
消費低迷を防ぐことが目的で、本当の支援にはならない。

7 市議会だよりおおむら 6市議会だよりおおむら
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不採択

議案番号

●賛否が分かれた議案と審議結果特別委員会報告

【第14号議案】 平成31年度大村市一般会計予算

件　　名 議決結果

※賛否が分かれた議案のみ掲載しています。

平成３０年度大村市一般会計補正予算（第９号）

平成３１年度大村市一般会計予算

平成３１年度大村市後期高齢者医療事業特別会計予算

国に対し「消費税10％への引き上げ中止を求める意見書」の提出を求める請願の件
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会派名

●議員別賛否一覧表  （○は賛成　×は反対　三浦正司議長は採決に加わらない）
みらいの風 緑風会 至誠会 大政クラブ 社会クラブ 無会派

公
明
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【請願第１号】 国に対し「消費税10％への引き上げ中止を求める意見書」の提出を求める請願
■趣旨
　８％増税後の経済への深刻な影響が続く中、本年１０月に予定されている再増税が実施されると、品目によって
８％と１０％の複数税率が適用され、事業者には混乱と膨大な事務負担をもたらし、地域住民の暮らしや中小事業
者の経営、地域経済に深刻な打撃を与えることから、消費税率の１０％への引き上げを中止するよう国に対し意見
書の提出を求めるもの。

　消費税は低所得者ほど負担が重くなる逆進性の高い税制である。2014年以降、実質賃金は下がったまま
であり、昨年12月に発表された2018年７月から９月期の国内総生産の２次速報では、実質成長率が年率換算
でマイナス2.5％という大幅な落ち込みとなった。また、増税そのものには賛成と明言する財界人や学者の
中からも、今増税したら大変なことになるという声が上がっている。

　消費税率の引き上げは、野田首相時代の2012年６月、民主・自民・公明の３党による社会保障と税の一体改
革関連法案をめぐる協議の中で合意されたことによるものである。背景として、少子高齢化社会対策や財政
健全化を確実に進める必要性を共有していたからにほかならない。海外では、付加価値税いわゆる消費税を
導入している国の多くが軽減税率を導入しており、混乱なく施行されている。

　新庁舎をはじめとする、本市の今後の公共施設整備に係る
諸問題について調査・研究を行いました。

　3月定例会では、平成29年7月以降、市政に関する特定のテーマについて調査・研究を行った3特別委員会から
最終報告がなされました。3特別委員会は本報告をもって解散しました。

●公共施設整備調査特別委員会

　本市の将来の人口減少を見据えた地方創生総合戦略の進
捗や、その他の地域活性化の取り組みについて調査・研究を
行いました。

●人口問題等調査特別委員会

　2022年度の九州新幹線西九州ルート開業に向けた新大
村駅（仮称）周辺整備事業や公共交通ネットワークの再編・整
備など、本市の将来のまちづくりについて調査・研究を行い
ました。

【主な提言・要望】
　新市庁舎建設のような大型公共工事は、低迷が続く本
市の景気回復に大きく寄与するものとして、多くの市民
から期待が寄せられています。その期待に応えるには、
地元業者が受注・施工できるような設計となることが不
可欠であるため、市には、設計事業者への積極的な関与
を要望します。

【主な提言・要望】
　本市は、2025年に人口10万人を目指していますが、
今後の人口推移によれば、2020年をピークに減少に転
じるとされていることから、早急な対応が必要です。子育
て・生産年齢・高齢者の各世代を対象とした事業を強化
し、社会のニーズに沿った効果的な施策を講じるよう要
望します。

【主な提言・要望】
　新大村駅（仮称）周辺整備事業については、核となるべ
きものを１日も早く決定し、本市の未来に向けた発展に大
きく寄与するまちづくりを主導していくよう要望します。

●新幹線・まちづくり調査特別委員会

田中 秀和 委員長

井上 潤一 委員長

山口 弘宣 委員長

賛

　成

反

　対

　大村市が実施する全ての事務事業に賛成しているわけではない。見直したほうがいいのではと思う事業
も幾つかある。ただ、それをもって新年度予算に反対をするということは、平成31年度の市民生活に大混乱
を来すことになる。大局に立った判断をするのが議会の責任である。反対するのであれば、修正動議をかけ
るなどして、意見を述べるべきだ。
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